
 

オープンカウンター方式による見積合せの公示 

 

次のとおり、オープンカウンター方式による見積合せを実施します。 

 

令和６年１月24日 

独立行政法人都市再生機構 

総務部長 長濱 寿夫 

 

１ 調達内容 

(1) 調達件名  イベント情報管理システムの改修業務 

(2) 調達品等の特質・数量等    仕様書による。 

(3) 履行期間    契約締結日の翌日から令和６年４月16日まで 

(4) 納入場所    独立行政法人都市再生機構 ウェルフェア総合戦略部 

(5) 見積方法 

見積金額は、総価を記載すること。 

契約の相手方の決定に当たっては、見積書に記載された金額に当該金額の100分の

10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた金額とする。）をもって決定価格とするので、見積書を提出する者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を見積書に記載すること。 

 

２ 参加資格 

(1) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95

号）第331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

(2) 見積書提出時において令和５・６年度当機構東日本地区物品購入等の契約に係る競争

参加資格審査において「役務提供」の資格を有すると認定された者であること。 

※「全省庁統一資格」は当機構の競争参加資格と関係ありませんのでご注意下さい。 

(3) 公示日から見積合せ日までの期間に、当機構から本件業務の履行場所を含む区域を措

置対象区域とする指名停止を受けていないこと。 

(4) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずる者でないこと。 

(5) 本公示、仕様書及びオープンカウンター方式による見積合せ説明書等を承諾している

こと。 

※オープンカウンター方式について 

（https://www.ur-net.go.jp/order/aratanatorikumi.html） 

(6) ISO/IEC27001:2013、ISO/IEC27001:2022若しくはJIS Q 27001:2014に基づく情報セキ

ュリティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度の認証を受けていること又はプ



ライバシーマーク制度の認証によりプライバシーマーク使用許諾を受けていること。 

 

３ 見積書の提出場所等 

(1) 見積書の提出場所及び見積手続等に関する問合せ先 

〒231－8315 

神奈川県横浜市中区本町六丁目50番地１ 横浜アイランドタワー（５階総合受付） 

※５階入札室前オープンカウンター専用見積書投函箱に投函すること。 

独立行政法人都市再生機構 総務部会計課 

電話 045－650－0189 

(2) 見積書の提出期限及び提出方法 

   ①提出期限    令和６年１月30日（火） 16時00分 

  ②提出方法    持参（上記(1)のとおり）又は郵送とする。但し、郵送による場合は書

留郵便とし、同日同時刻必着とする。この場合、二重封筒とし、外封筒

に見積書在中の旨を朱書きのうえ、(1)の当機構会計課宛送付するこ

と。見積書を内封筒に封入し、その他の資料等は下記③のとおり外封筒

に同封とする。 

 ③同封書類  上記２(6)に掲げる参加資格の証明として、次の書類の写しを外封筒に

同封すること。  

        ・ISO/IEC27001:2013、ISO/IEC27001:2022若しくはJIS Q 27001:2014

に基づく情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価

制度の認証を受けていること又はプライバシーマーク制度の認証によ

りプライバシーマーク使用許諾を受けていることを証明する書類の写

し。 

(3) 見積合せの日時 

 見積書の提出期限後、遅滞なく実施する。なお、見積参加者の立会は求めない。 

 

４ その他 

(1) 契約保証金    免除 

(2) 契約書作成の要否    要（別紙請書による） 

(3) 見積りの無効 

本公示に示した競争参加資格のない者のした見積り及び見積りに関する条件に違反

した見積りは無効とする。 

(4) 契約の相手方の決定方法 

独立行政法人都市再生機構会計規程第52条の規定に基づいて作成された予定価格

の制限の範囲内で最低価格をもって有効な見積りを行った者を契約の相手方とする。 

(5) 競争参加資格の認定を受けていない者の参加 



上記２(2)に掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も、上記３(2)により見積

書を提出することができるが、競争に参加するためには、見積書の提出と同時に当該

資格審査に係る申請書を提出し、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認

を受けなければならない。 

(6) 仕様書の内容に係る質問等の受付先 

独立行政法人都市再生機構 ウェルフェア総合戦略部戦略構築課(担当：梅本) 

電話 045－650－0885 

以  上   

 



 

見   積   書 

 

 

金            円也（税抜） 

 

ただし、イベント情報管理システムの改修業務 

 

 

オープンカウンター方式による見積合せ説明書を承諾の上、見積りします。 

 

令和  年  月  日 

 

 

住 所 

会社名 

代表者            印※１ 

 

 

独立行政法人都市再生機構 

総務部長  長濱 寿夫 殿 

 

 

※１ 本件責任者（会社名・部署名・氏名）：                

担 当 者（会社名・部署名・氏名）：                

※２ 連絡先（電話番号）１ ：                     

連絡先（電話番号）２ ：                     

 

※１ 本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です。 

押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です。 

※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号+内線」「直通番号」等を記載。 

個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1 回線の記載も可。 

 

 

  



内封筒（見本） 

表               裏 
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※  HP 又は競争参加資格認定通知書に記載されている登録番号を記載すること。 

   なお、競争参加資格を申請中の者にあっては、「競争参加資格申請中」と記載すること。 

提出された見積書については、開封の前後を問わず、引換え、変更又は取消しをすること

ができないことから、登録番号の記載漏れ、間違い等については無効となるので注意する

こと 

 

※ 掲示等又は競争入札等執行通知書に記載のある組織、役職及び氏名を記載すること。 

※ 押印を省略する場合は、封筒に「（押印省略）」と朱書きすること。 



別紙 

請   書 

 

１ 業 務 名 称  イベント情報管理システムの改修業務 

２ 履 行 場 所  受注者の事務所 

３ 履 行 期 間  令和６年１月31日から 

         令和６年４月16日まで 

４ 請 負 代 金 額           金     円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額） 

 

上記業務をお請けするについては、次の条項を承諾の上、確実に履行いたします。 

 

令和６年１月  日 

 

 独立行政法人都市再生機構 

  総務部長  長濱 寿夫 殿 

受注者 住 所 

 氏 名            印 

 

 

第１条 受注者は、この請書に定めるもののほか、別冊の図面及び仕様書（現場説明書

及び現場説明に対する質問回答書を含む。）に基づき頭書の請負代金額をもって、頭

書の履行期間内に頭書の業務を完了しなければならない（以下、契約名称、履行期間

及び請負代金額については、「頭書の」を省略する。）。 

第２条 受注者は、この契約締結後14日以内に実施日程表を作成して、独立行政法人都

市再生機構（以下「機構」という。）に提出しなければならない。 

第３条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継

させてはならない。ただし、あらかじめ、機構の承諾を得た場合は、この限りでない。 

第４条 受注者は、この契約の履行について、業務の全部を一括し、又は業務の主体的

部分を第三者に委任し又は請け負わせてはならない。 

２ 受注者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あら

かじめ、発注者の書面による承諾を得なければならない。これらを変更しようとする

ときも同様とする。 

第５条 受注者は、業務の履行、履行場所の管理その他業務に関する一切の事項につい

ては、監督員の指示監督を受けなければならない。 

第６条 受注者は、業務の履行が仕様書等に適合しない場合において監督員の指示があ



ったときは、直ちに、これに従わなければならない。 

第７条 受注者は、業務に支障を及ぼす天候の不良、その他受注者の責めに帰すること

ができない事由又は正当な事由により履行期間内に業務を完了することができない

ときは、遅滞なく、履行期間の延長について協議しなければならない。 

２  機構は、前項の規定による協議があった場合において、必要があると認められると

きは、履行期間を延長しなければならない。機構は、その履行期間の延長が機構の責

めに帰すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更

を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

第８条 受注者は、前条以外の事由により、履行期間内に業務を完了することができな

いときは、遅延日数につき請負代金額の年（365日当たり）３パーセントに相当する

履行遅滞金を納めなければならない。 

２ 機構の責めに帰すべき理由により、請負代金の支払いが遅延したときは、受注者は、

請負代金額につき、遅延日数に応じ年（365日当たり）2.5パーセントの割合で計算し

た額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

第９条 受注者は、業務が完了したときは、その旨を書面をもって機構に通知しなけれ

ばならない。 

２ 機構は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算して14日以内に受

注者の立会いの上、業務の完了を確認するための検査を完了するものとする。 

３ 前項の場合において、検査に通常必要な経費は、特別な定めのある場合を除き、す

べて受注者の負担とする。 

４ 機構は、第２項の検査によって業務の完了を確認した後、受注者が書面をもって引

渡しを申し出たときは、直ちに当該目的物の引渡しを受けるものとする。 

５ 機構は、受注者が前項の申し出を行わないときは、請負代金の支払いと同時に当該

目的物の引渡しを求めることができる。この場合においては、受注者は、直ちにその

引渡しをしなければならない。 

６ 受注者は、業務が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して機構の検査を

受けなければならない。この場合においては、修補等の完了を業務の完了とみなして

前各項の規定を適用する。 

第10条 発注者は、引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適

合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、引渡しをした日から１

年以内に発注者から受注者への通知があった場合に限り、無償で目的物の修補、代替

物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができるものとす

る。ただし、契約不適合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発

注者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期

間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を



請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をする

ことなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

一 履行の追完が不能であるとき。 

二 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 契約の目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が

履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追

完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

第11条 業務内容若しくは履行期間の変更又は業務の一時中止等の事由により請負代

金額を変更する必要を生じたときは、受注者は機構との協議に応じなければならない。 

第12条 受注者は第９条第２項の検査に合格したときは、書面をもって請負代金の支払

いを請求することができる。 

２ 機構は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して30日以内に請

負代金を支払うものとする。 

第13条 この契約に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、機構と受注者が

協議して定めるものとする。 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         



仕 様 書 

 

１ 業務の名称 

  イベント情報管理システムの改修業務 

２ 業務の実施場所 

受注者の事務所 

３ 履行期間 

  令和６年１月 31 日～令和６年４月 16 日 

４ 業務の目的 

独立行政法人都市再生機構（以下、「機構」という。）のイントラネット（ＵＲ－ＮＥ

Ｔポータルサイト。以下、「ポータルサイト」という。）において、各部署で管理してい

るイベント情報を一元管理し、機構内で情報を共有するために構築したイントラサイ

トを改修する。 

５ 業務要件 

（１）作業範囲 

 ①イントラサイトの改修 

 ②納入作業 

 ③本番稼働後のバックアップ 

（２）想定作業日程 

①改修期間 

契約締結日の翌日から令和６年３月１９日まで。 

②運用環境導入作業・運用試験の実施期間 

令和６年３月上旬までに運用環境を構築し、令和６年３月中旬に運用試験を実

施すること。 

③本稼働日 

改修後のシステムへの切替えは令和６年４月１日を予定する。 

④本稼働後のバックアップ 

 令和６年４月１日から令和６年４月 16 日までの間、発注者からの問い合わせ

対応を行うこと。 

（３）作業場所及び開発環境 

（イ） システム改修に関する打合せ、レビュー及び進捗会議等については、発注者が

提供する会議室で実施すること。また、運用環境導入作業・運用試験時においては、

発注者が提供するオンライン会議を併用することもある。なお、設計・開発に関す



る打合せは随時実施し、進捗会議は履行期間中に２回程度行うこと。 

（ロ） システムの設計・開発は、受注者の事務所内で実施すること。 

（ハ） システム開発に必要な環境は、受注者の負担で用意すること。 

（４）情報セキュリティ要件 

本業務の情報セキュリティ対策においては、民法（明治 29 年法律第 89 号）、刑法

（明治 40 年法律第 45 号）、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）、

情報セキュリティ等の関連法規を遵守することはもとより、政府機関統一基準等関連

ガイドラインを理解したうえで、遵守すること。また、システムの構成や特性に応じ、

情報の機密性・完全性・可用性を各々適切に確保し、取組を行うと同時に、万全な体

制を整えそれを維持していくものとすること。 

また、以下の情報セキュリティ対策を整備・規定し、かつ、実効性を担保すること。 

 受注者に提供する情報の受注者における目的外利用の禁止 

 受注者における情報セキュリティ対策の実施内容及び管理体制 

 本調達の実施に当たり、受注者若しくはその従業員、再委託先又はその他の者に

よって、機構の意図に反した変更が加えられないための管理体制 

 受注者の資本関係・役員等の情報、本調達の実施場所、本調達従事者の所属・専

門（情報セキュリティに係る資格・研修実績等）・実績及び国籍に関する情報提供 

 情報セキュリティインシデントへの対処方法 

 情報セキュリティ対策その他の契約の履行状況に関する機構への定期的な報告 

情報セキュリティ対策の履行が不十分と機構が判断した場合の改善手続（改善手続は、

受注者が改善策を提示し、機構の承認を受けた上で、その対策を実施すること。） 

（５）工程管理 

受注者は契約締結後に、下記の書類等の資料等を発注者が指定する職員に提出し、

承認を得た上で作業を実施すること。また、数量においては各 1部提出すること。 

（イ） 工程表 

作業スケジュール、作業内容、作業担当者等作業工程に関する内容が記載されてい

る書類等の資料等。契約締結後 7日以内に提出し、発注者が指定する職員の承認を得

ること。 

（ロ） 議事録 

本仕様について打合せを行う際に作成する書類等の資料等 

（６）検査及び引渡し 

受注者立会いのうえで、発注者が運用環境にて総合動作状態、書類等の検査を実施

する。 

検査の結果、不具合を生じた場合には、受注者は直ちに取得したバックアップより

現行システム環境に復元し、発注者が定めた日時までにプログラムの修正等を行い納

入すること。 



（７）納入作業 

発注者が指定する機器設置場所において、受注者の責任と負担により、「５ 業務要

件」の「（２）想定作業日程②運用環境導入作業・運用試験の実施期間」に記述してい

る期日までに、運用環境へ本業務の設定を完了すること。本稼働環境への設定は「５ 

業務要件」の「（１）想定作業日程③本稼働日」までに運用管理者立会いのもと、設定

を行うこと。機器の設置場所については、受注者へ開示すること。 

なお、作業にあたっては発注者の業務に支障が生じないよう円滑に行うこと。 

６ 作業内容等 

(１) イントラサイトの改修 

（イ） 編集部署機能 

UR-NET ID が「編集部署」に所属している場合、以下の機能を用いることができる

こと。 

① イベント情報編集機能 

 編集者の所属部署と入力情報の担当部署が異なる場合は、警告メッセージが

表示されること。 

 イベント参加者属性に係るイベント情報入力項目を１つ程度用意すること。 

 「場所」について団地内と団地外を選択して入力することができるようにす

ること。 

 イベントの運営者・関係者の選択の重複制限機能や既存の選択肢において複

数選択できるようにすること。 

（ロ） 一般機能 

① イベント情報管理機能 

 入力情報絞り込み後の画面に各イベントの詳細ページへのリンクを用意す

ること。 

② 情報出力機能 

 （１）（イ）で追加された入力情報を帳票出力に反映させること。 

 「単一イベント」であり「複数日開催」を一行のエクセルデータ、「単一イベ

ント」ではなく「複数日イベント」を複数行のエクセルデータとして出力で

きること。 

(２) その他 

本業務は、この仕様書に定めるほか、機構の担当者と十分協議しながら作業を実施

すること。 

７ 成果品 

（１） 共通事項 

（イ） 受注者は、本業務を納入する際に指定のドキュメントを紙、CD-ROM 等の媒体に

より日本語で提供すること。また、提出予定のドキュメントを一覧にまとめ提出す



ること。 

（ロ） 紙のサイズはＡ４サイズとし、必要に応じてＡ３サイズを使用すること。また、

容易に差し替えができるようバインダー方式とすること。 

（ハ） CD-ROM 等の媒体に保存する形式は、Microsoft Office 2019 形式若しくは PDF

形式とする。ただし、機構が別形式での提出を求めた場合はこの限りではない。 

（ニ） 紙、CD-ROM 等の媒体の納入数量は、各１部用意すること。 

（ホ） ドキュメント等については、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律（平成 12 年法律第 100 号）」に適合していること。 

（２） 提出内容の修正 

提出したドキュメント等の修正が発生する場合においては、紙については更新履歴

及び修正を行ったページ、CD-ROM 等については修正後再編した媒体を速やかに提出す

ること。 

（３） 工程管理に係る成果品 

（イ） 工程表 

（ロ） プロジェクト体制表 

（４） 設計・開発に係る成果品 

（イ） システム詳細設計書 

（ロ） システムのプログラムソース（ソースプログラム、実行形式プログラムを含む） 

（ニ） その他関連資料等 

  



８ システム概要 

（１） 想定システム構成図 

 

 

 

 

 

（２） 利用 OS 等 

本システムの稼働環境は以下のとおり。 

AP・DB サーバ 

① Microsoft Windows Server 2019 Datacenter Edition  

② Internet Information Services 10 

（３） 使用データベース 

本システムは以下のデータベースでの稼働を予定している。 

（イ） データベース 

① Microsoft SQL Server 2019 Standard 

（４）使用ブラウザ 

本システムは以下のブラウザで動作すること。 

① Microsoft Edge 

９ 特記事項 

（１）本仕様書に記載のない事項については、その都度、当機構と協議を行い、指示 

を受けること。 

（２）本業務を円滑に進めるために、常に密接な連絡を保ち、疑義や問題点が生じた場合は、

速やかに当機構と協議し、その指示に従い円滑に業務を遂行すること。 

クライアント クライアント クライアント 

ＵＲ－ＮＥＴ 

(機構内ＬＡＮ) 

AP・DB サーバ 



（３）本業務において使用する写真、資料、映像、音声等については、当機構または受注者

が版権を有するものを使用することとし、他者が版権を有するものについては原則使

用しないこと。なお、他者が版権を有する著作物を使用する場合は、その許諾等手続

きの一切及び費用については受注者が行うこととする。 

（４）次に掲げる本業務の「主たる部分」※を再委託することは出来ない。 

※業務内容における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的な判断。 

（５）機構より受注者に対して提供若しくは貸出をされた資料等については、本業務以外で

の使用を禁ずると共に、当機構からの返還要求若しくは履行期間満了時にあってはす

みやかにそれを返却するものとする。 

（６）業務の完了後であっても、成果品に明らかな誤謬が発見された場合は、受注者の責任

において訂正するものとする。 

（７）暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

①業務の履行に際して、暴力団員等による不当要求又は業務妨害（以下「不当介入」

という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに不当介入があった

時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

②上記により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合は、速やか

にその内容を記載した文書により発注者に報告すること。 

③暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生

じた場合は、発注者と協議を行うこと。 

（８）受注者は、成果品が著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第２条第１項第１号に規定 

する著作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る著作 

権法第２章及び第３章に規定する著作者の権利(著作権法第 27 条及び第 28条の権利 

を含む。)のうち受注者に帰属するもの（著作権法第２章第２款に規定する著作者人 

格権を除く。）を当該成果品の引渡し時に発注者に譲渡する。 

10 守秘義務 

受注者は、情報管理を徹底するため、業務遂行上知り得た全ての情報について厳格に

管理を行うこととし、故意または過失により第三者に漏らしてはならない。また、本業務

の成果品及び資料等についても同様とし、第三者に頒布及び公開することを固く禁ずる。 

本義務に違反した場合は、速やかに当機構に知らせた上、双方協議の上誠意をもって

対応することとする。 

以 上 

 


